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第一部【企業情報】
 

第１【企業の概況】
 

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第35期中 第36期中 第37期中 第35期 第36期

会計期間

自平成18年
１月１日
至平成18年
６月30日

自平成19年
１月１日
至平成19年
６月30日

自平成20年
１月１日
至平成20年
６月30日

自平成18年
１月１日
至平成18年
12月31日

自平成19年
１月１日
至平成19年
12月31日

売上高 (千円) 12,307,09912,541,94411,146,46825,886,06925,078,676

経常利益又は経常損失
（△）

(千円) 68,371△374,029 71,588△61,619△474,090

中間（当期）純損失 (千円) 533,419269,421 96,999 898,0291,666,295

持分法を適用した場合の投
資利益

(千円) － － － － －

資本金 (千円) 3,114,7003,114,7003,114,7003,114,7003,114,700

発行済株式総数 (千株) 58,499 58,496 58,459 58,496 58,460

純資産額 (千円) 8,415,8407,372,3305,461,8668,051,2305,968,164

総資産額 (千円) 15,166,84513,463,2499,905,05614,843,18811,402,865

１株当たり純資産額 (円) 143.86 126.03 93.43 137.64 102.09

１株当たり中間（当期）純
損失

(円) 9.12 4.61 1.66 15.35 28.49

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益

(円) － － － － －

１株当たり配当額 (円) － － － 7.00 7.00

自己資本比率 (％) 55.5 54.8 55.1 54.2 52.3

営業活動によるキャッシュ
・フロー

(千円) △368,988△805,158△385,620△590,138△1,289,852

投資活動によるキャッシュ
・フロー

(千円) 1,629,036△118,795△211,7823,410,186△379,380

財務活動によるキャッシュ
・フロー

(千円) △169,576△353,142△101,169△638,300△666,028

現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高

(千円) 2,188,0882,002,269245,5313,279,364944,104

従業員数
[外、平均臨時雇用者数]

(人)
948
（380）

795
（293）

725
（314）

879
（353）

771
（286）

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結経営指標等については記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当中間会計期間において、提出会社の関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1)提出会社の状況

 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 725[314]

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を［　］外数で記載しております。

 

(2）労働組合の状況

　提出会社の労働組合としては、全国一般東京一般労働組合・エイボンプロダクツ分会があります。
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第２【事業の状況】
 

１【業績等の概要】

(1）業績

当中間会計期間におけるわが国経済は、原油をはじめとする原材料価格の高騰、食料品等の生活必需品の値上げにより、

企業の景況感が悪化するとともに個人消費が伸び悩み、景気の先行きは不透明感が増してきました。当社の主要製品分野

であります化粧品業界では、相変わらず新たな企業の市場参入があり、企業間競争は激しくなっております。特に化粧品の

価格面及び利益面での絶え間ない競争により、厳しい事業環境が続いております。

このような事業環境の下、当社はビューティ市場及びダイレクトセリング市場での競争力を回復し、売上の持続的成長

と収益性の改善を目指して、前期に引き続き諸施策（ブランド競争力の強化、成功へと導くエイボンビジネスの強み、組織

効果の向上、コストストラクチャーの抜本的改革等）を実施いたしました。特にエイボンのブランドと販路を強化し、この

複数年にわたる業績回復プランの達成に全力を注いでおります。

当中間会計期間の売上高は、前年同期比11.1％減少の111億46百万円となりました。これは、製品の輸出額が減少したこ

と等によります。利益率の高いスキンケア製品の売上は好調で、売上高の総額はほぼ予想額を達成いたしました。

利益面では、売上品目構成の変更による売上総利益率の改善等により、売上総利益は前年同期比8.6％減少の76億81百万

円となりました。販売費及び一般管理費の削減、特に、効率のよいダイレクトメールビジネスを目指して、印刷物の改善及

び通信費の節減を進めましたほか、人件費及び広告宣伝費等を削減しました結果、営業利益は65百万円（前年同期は、営業

損失3億57百万円）及び経常利益は71百万円（前年同期は、経常損失3億74百万円）となりました。しかしながら、通期の課

税所得の見積額を見直したことにより、繰延税金資産の取崩しによる法人税等調整額が発生し、中間純損失は96百万円

（前年同期は、中間純損失2億69百万円）となりました。

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2)キャッシュ・フロー

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比較して6億98百万円減少

し、当中間会計期間末には2億45百万円となりました。

当中間会計期間のおける各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の減少は3億85百万円（前年同期は8億5百万円の減少）となりました。これは、主として売上債権の

減少及びその他の流動負債の減少等によります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により使用した資金は2億11百万円（前年同期は1億18百万円の使用）となりました。これは、有形及び無形固

定資産の取得等によります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により使用した資金は1億1百万円（前年同期は3億53百万円の使用）となりました。これは、配当金の支払い等

によります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当中間会計期間の生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目
当中間会計期間

（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前年同期比（％）

メイクアップ（千円） 3,164,239 84.1

スキンケア（千円） 5,312,394 91.8

ヘアケア（千円） 353,862 83.2

その他の化粧品（千円） 556,550 74.2

合計（千円） 9,387,047 87.6

　（注）1.　金額は、販売価格によっております。

2.　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2）商品仕入実績

　当中間会計期間の商品仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目
当中間会計期間

（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前年同期比（％）

健康食品（千円） 400,417 95.7

ファッション　ジュエリー（千円） 228,044 97.6

インナーウェア（千円） 317,426 123.4

その他（千円） 114,050 147.8

合計（千円） 1,059,938 107.4

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3）受注状況

　当社は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。
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(4）販売実績

　当中間会計期間の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目
当中間会計期間

（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前年同期比（％）

製品   

メイクアップ（千円） 3,046,493 86.9

スキンケア（千円） 4,914,719 91.2

ヘアケア（千円） 342,713 80.4

その他の化粧品（千円） 571,618 83.3

小計（千円） 8,875,544 88.7

商品   

健康食品（千円） 973,009 98.8

ファッション　ジュエリー（千円） 519,232 82.0

インナーウェア（千円） 542,861 84.7

その他（千円） 235,819 85.7

小計（千円） 2,270,923 89.6

合計（千円） 11,146,468 88.9

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。

 

４【経営上の重要な契約等】

　当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

５【研究開発活動】

当社の研究開発は、エイボン　プロダクツ　インコーポレーテッド（アメリカ合衆国）との間で締結した技術導入契約に

基づき、同社の研究開発部門と緊密な連携により行われております。ニューヨーク州サファーンにあります同社研究開発

部門では、肌のメカニズムの精密な分析はもとより、現代化学の応用と天然成分などの有効利用について常に積極的な研

究が行われており、また近年は、大学及び民間の研究機関との共同開発を含めて、「美白」及び「老化防止」の二大テーマ

に対して継続的な研究開発を行っております。

平成20年度は、ブランド構成を見直しながら、かつ主要製品に新しく開発した独自の技術を導入してまいります。まった

く新しい美白理論とそれをサポートする独占成分で、「ミッションホワイト」ラインを新しく導入いたします。もう一つ

の大きなテーマである老化につきましては、ご好評いただいておりますシュールアージュラインを「ミッションエクラ」

として強力にリニューアルします。また、長寿タンパクの働きに着目し、肌を長生きさせる技術を新開発、「ミッションエ

クラドール」として販売してまいります。さらに、「ルネッセージ」ラインにエッセンスを追加いたします。

一方、メイクアップ製品では、特にファンデーションに着目し、現在の日本人の肌色を調査し、その結果を踏まえて主要

ファンデーションの色味を変更いたします。最も大きなカラーブランドに成長しました「ＦＭＧ」ラインに、軽いタッチ

で美しく装えるファンデーションを導入し、またご好評いただいています「ミッションリバイタライジング」にエマル

ションタイプの新しいファンデーションを加え、より強化してまいります。また、「ルネッセージ」を一部リニューアル

し、口紅やアイ製品にも新色を導入し、カラー製品をさらに魅力あるラインにしてまいります。

健康食品においては、独自の特許製法にこだわったフルーツ味の植物発酵飲料「ヴィタリータ」を発売、さらに体のメ

タボリックに着目したメタボリックダイエット等、今年も話題性のある製品を導入してまいります。

なお、当社独自の研究開発は行っておりませんので、研究開発費用の大部分は、技術導入契約に基づく支払いロイヤル

ティに含まれております。
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第３【設備の状況】
 

１【主要な設備の状況】

　当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

２【設備の新設、除却等の計画】

　当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありません。また、新

たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】
 

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 262,496,926

計 262,496,926

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（平成20年6月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年9月29日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 58,459,582 58,459,582ジャスダック証券取引所 －

計 58,459,582 58,459,582 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年5月30日
（注）　

△544 58,459,582－ 3,114,700－ 24,644

（注）　自己株式の消却による減少であります。

 

（５）【大株主の状況】

  平成20年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

エイボン　インターナショナ
ル　オペレーションズ　イン
コーポレーテッド
（常任代理人 エイボン・プロ
ダクツ株式会社）

アメリカ合衆国ニューヨーク州
ニューヨーク市　57ストリート　西9
（東京都新宿区西新宿3－20－2）

43,654 74.67

エイボン社員持株会 東京都新宿区西新宿3－20－2 778 1.33

シービーエヌワイ　ナショナ
ル　フアイナンシャル　サービ
シス　エルエルシー
（常任代理人　シティバンク銀
行株式会社）

アメリカ合衆国ニューヨーク州
ニューヨーク市　リバティーストリート　
200
（東京都品川区東品川2－3－14）

675 1.15

明治安田生命保険相互会社
（常任代理人　資産管理サー
ビス信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内2－1－1
（東京都中央区晴海1－8－12）

500 0.85

赤井　知光 大阪府阪南市 368 0.62

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1－6－6 325 0.55

赤井　ミチヨ 大阪府阪南市 142 0.24

堀内　清美 大阪府大阪市生野区 130 0.22

尾原　嘉道 東京都渋谷区 94 0.16

土山　彬 福岡県久留米市 81 0.13

計 － 46,747 79.96
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）

 
普通株式

58,456,000
 

 
58,456

－

単元未満株式 普通株式　　3,582 － －

発行済株式総数 58,459,582 － －

総株主の議決権 － 58,456 －

（注）　完全議決権株式（その他）の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権数2個）含まれております。

 

②【自己株式等】

　　　　該当事項はありません。

 

２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高（円） 149 180 165 165 160 165

最低（円） 132 136 140 133 142 142

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】
 

１．中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　前中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間会計期

間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の中間

財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成20年１月１日から平

成20年６月30日まで）の中間財務諸表について、あらた監査法人により中間監査を受けております。

 

３．中間連結財務諸表について

　中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当社では、子

会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏

しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準　　　　 　1.6％

売上高基準　　　 　0.1％

利益基準　　　 　△3.2％

利益剰余金基準　 　2.1％
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１【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  
前中間会計期間末
(平成19年６月30日)

当中間会計期間末
(平成20年６月30日)

前事業年度の要約貸借対照表
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

現金及び預金  2,002,269   245,531   944,104   

売掛金  1,654,589   1,304,370   1,642,164   

たな卸資産  2,641,643   2,185,509   1,853,173   

前払費用  397,833   304,503   479,479   

繰延税金資産  564,859   406,408   568,446   

その他  513,338   472,734   819,333   

貸倒引当金  △24,353   △22,200   △15,936   

流動資産合計   7,750,18157.6  4,896,85849.4  6,290,76555.2

Ⅱ　固定資産           

有形固定資産 ※１          

建物・構築物  1,770,569   1,731,414   1,775,500   

機械及び装置  740,683   711,810   798,130   

工具器具備品  324,046   361,514   332,036   

土地  961,838   961,838   961,838   

その他  90,396   74,893   57,140   

有形固定資産合計   3,887,534  3,841,471  3,924,645 

無形固定資産   36,172  36,676  25,077 

投資その他の資産           

前払年金費用  848,642   793,824   829,192   

繰延税金資産  610,671   -   -   

その他  330,047   336,225   333,184   

投資その他の資産
合計

  1,789,361  1,130,050  1,162,376 

固定資産合計   5,713,06742.4  5,008,19850.6  5,112,09944.8

資産合計   13,463,249100.0  9,905,056100.0  11,402,865100.0
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前中間会計期間末
(平成19年６月30日)

当中間会計期間末
(平成20年６月30日)

前事業年度の要約貸借対照表
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

支払手形  945,104   675,929   790,246   

買掛金  1,032,919   711,057   877,163   

未払金  1,699,236   1,303,196   1,677,844   

未払費用  1,153,262   857,513   1,198,399   

未払法人税等  22,408   21,885   19,837   

賞与引当金  163,674   90,865   -   

返品引当金  24,617   28,985   26,456   

その他 ※２ 296,588   212,029   286,239   

流動負債合計   5,337,81139.6  3,901,46239.4  4,876,18742.8

Ⅱ　固定負債           

長期退職給付未払
金

 721,365   506,785   524,240   

役員退職慰労引当
金

 31,741   34,833   34,272   

その他  -   109   -   

固定負債合計   753,1065.6  541,7285.5  558,5134.9

負債合計   6,090,91845.2  4,443,19044.9  5,434,70047.7

           

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

　資本金   3,114,70023.2  3,114,70031.4  3,114,70027.3

　資本剰余金           

資本準備金  24,644   24,644   24,644   

資本剰余金合計   24,6440.2  24,6440.3  24,6440.2

　利益剰余金           

利益準備金  778,675   778,675   778,675   

その他利益剰余
金

          

別途積立金  1,200,000   1,200,000   1,200,000   

繰越利益剰余金  2,254,310   343,846   850,145   

利益剰余金合計   4,232,98531.4  2,322,52123.4  2,828,82024.8

株主資本合計   7,372,33054.8  5,461,86655.1  5,968,16452.3

純資産合計   7,372,33054.8  5,461,86655.1  5,968,16452.3

負債純資産合計   13,463,249100.0  9,905,056100.0  11,402,865100.0
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②【中間損益計算書】

  
前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   12,541,944100.0  11,146,468100.0  25,078,676100.0

Ⅱ　売上原価   4,137,25933.0  3,464,69031.1  8,232,36032.8

売上総利益   8,404,68567.0  7,681,77768.9  16,846,31667.2

Ⅲ　販売費及び一般管理
費

  8,761,68969.9  7,616,23768.3  17,487,51269.7

営業利益   － －  65,5390.6  － －

営業損失   357,003△2.9  － －  641,196△2.5

Ⅳ　営業外収益 ※１  2,9020.0  6,0490.0  170,1920.6

Ⅴ　営業外費用 ※２  19,9280.1  0 0.0  3,0860.0

経常利益   － －  71,5880.6  － －

経常損失   374,029△3.0  － －  474,090△1.9

Ⅵ　特別損失 ※３  3,3290.0  3,5140.0  689,1812.7

税引前中間（当
期）純利益

  － －  68,0730.6  － －

税引前中間（当
期）純損失

  377,358△3.0  － －  1,163,271△4.6

法人税、住民税及
び事業税

※５ △107,937   165,073   6,911   

法人税等調整額  － △107,937△0.9 － 165,0731.5 496,112503,0232.0

中間（当期）純損
失

  269,421△2.1  96,999△0.9  1,666,295△6.6
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自平成19年１月１日　至平成19年６月30日）

 

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成18年12月31日　残高（千円） 3,114,70024,644 24,644 778,6751,200,0002,933,2104,911,8858,051,2308,051,230

中間会計期間中の変動額          

剰余金の配当 － － － － － △409,478△409,478△409,478△409,478

中間純損失 － － － － － △269,421△269,421△269,421△269,421

 
株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額）
 

－ － － － － － － － －

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

－ － － － － △678,900△678,900△678,900△678,900

平成19年６月30日　残高（千円） 3,114,70024,644 24,644 778,6751,200,0002,254,3104,232,9857,372,3307,372,330

          

 

当中間会計期間（自平成20年１月１日　至平成20年６月30日）

 

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成19年12月31日　残高（千円）3,114,70024,644 24,644778,6751,200,000850,1452,828,820 － 5,968,1645,968,164

中間会計期間中の変動額           

剰余金の配当 － － － － － △409,220△409,220 － △409,220△409,220

中間純損失 － － － － － △96,999△96,999 － △96,999△96,999

自己株式の取得 － － － － － － － △77 △77 △77

自己株式の消却 － － － － － △77 △77 77 － －

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額）

－ － － － － － － － － －

中間会計期間中の変動額合計　（千
円）

－ － － － － △506,298△506,298 － △506,298△506,298

平成20年6月30日　残高（千円） 3,114,70024,644 24,644778,6751,200,000343,8462,322,521 － 5,461,8665,461,866

 

前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

 

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成18年12月31日　残高（千円）3,114,70024,644 24,644778,6751,200,0002,933,2104,911,885 － 8,051,2308,051,230

事業年度中の変動額           

剰余金の配当 － － － － － △409,478△409,478 － △409,478△409,478

当期純損失 － － － － － △1,666,295△1,666,295 － △1,666,295△1,666,295

自己株式の取得 － － － － － － － △7,291 △7,291 △7,291

自己株式の消却 － － － － － △7,291 △7,291 7,291 － －

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

－ － － － － － － － － －

事業年度中の変動額合計（千円） － － － － － △2,083,065△2,083,065 － △2,083,065△2,083,065

平成19年12月31日　残高（千円）3,114,70024,644 24,644778,6751,200,000850,1452,828,820 － 5,968,1645,968,164
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】

  
前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッ
シュ・フロー

    

税引前中間(当期)純
利益・純損失(△)

 △377,358 68,073 △1,163,271

減価償却費  224,237 276,910 438,933

貸倒引当金の増加額  9,298 6,264 881

前払年金費用の減少
額

 23,402 35,367 42,854

役員退職慰労引当金
の増加額

 3,336 560 5,866

有形固定資産除却損  3,329 3,514 15,381

受取利息及び受取配
当金

 △0 △0 △150,000

支払利息  784 － 784

売上債権の減少額  256,658 337,793 269,083

たな卸資産の増減額  △346,452 △332,335 442,019

その他の流動資産の
増減額

 162,139 521,574 △220,821

仕入債務の減少額  △247,587 △280,423 △558,201

未払人件費の減少額  △192,307 △147,228 △139,059

退職給付未払金の減
少額

 △69,858 △43,381 △276,045

未払消費税等の増減
額

 76,176 △24,688 86,948

その他の流動負債の
減少額

 △327,136 △801,552 △200,082

小計  △801,339 △379,550 △1,404,730

利息及び配当金の受
取額

 － 0 150,000

利息の支払額  △784 － △784

法人税等の支払額  △3,035 △6,070 △34,338

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

 △805,158 △385,620 △1,289,852
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前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッ
シュ・フロー

    

有形及び無形固定資
産の取得による支出

 △118,795 △208,850 △376,241

その他の固定資産の
取得による支出

 － △2,931 △3,470

その他の固定資産の
回収による収入

 － － 331

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

 △118,795 △211,782 △379,380

Ⅲ　財務活動によるキャッ
シュ・フロー

    

短期借入金の減少額  △249,259 － △249,259

自己株式の取得によ
る支出

 － △77 △7,291

配当金の支払額  △103,883 △101,091 △409,478

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

 △353,142 △101,169 △666,028

Ⅳ　現金及び現金同等物の
減少額

 △1,277,095 △698,572 △2,335,260

Ⅴ　現金及び現金同等物の
期首残高

 3,279,364 944,104 3,279,364

Ⅵ　現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

※ 2,002,269 245,531 944,104
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1)有価証券 (1)有価証券 (1)有価証券

　子会社株式につきましては、移

動平均法による原価法を採用し

ております。

同　　左 同　　左

 (2) たな卸資産 (2) たな卸資産 (2)たな卸資産

 　商品・製品・原材料・仕掛品

につきましては、先入先出法に

基づく原価法を、貯蔵品につき

ましては、個別法に基づく原価

法を、それぞれ採用しておりま

す。

同　　左 同　　左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産

　定率法を採用しております。但

し、建物の一部については、その

見積り経済耐用年数に基づく定

額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

　定率法を採用しております。但

し、建物の一部については、その

見積り経済耐用年数に基づく定

額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

　定率法を採用しております。但

し、建物の一部については、その

見積り経済耐用年数に基づく定

額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

 建物・構築物　　10～45年 建物・構築物　　10～45年 建物・構築物　　10～45年

 機械及び装置　　 9～15年 機械及び装置　　 9～15年 機械及び装置　　 9～15年

 工具器具備品　　 2～15年 工具器具備品　　 2～15年 工具器具備品　　 2～15年

 （会計方針の変更） ───── （会計方針の変更）

 当中間会計期間より、法人税法

の改正に伴い、平成19年4月1日以

後に取得した有形固定資産につい

ては、改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更しておりま

す。なお、これによる損益に与える

影響は軽微であります。

 当事業年度より、法人税法の改

正に伴い、平成19年4月1日以後に

取得した有形固定資産について

は、改正後の法人税法に基づく減

価償却の方法に変更しておりま

す。なお、これによる損益に与える

影響は軽微であります。

 ───── （追加情報） ─────

  法人税法の改正に伴い、平成19

年3月31日以前に取得した資産に

ついては、改正前の法人税法に基

づく減価償却の方法の適用によ

り、取得価額の5％に到達した事業

年度の翌事業年度より、取得価額

の5％相当額と備忘価額との差額

を5年間にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上しておりま

す。これにより、営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益が38,275

千円それぞれ減少しております。

 

 (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産

 　定額法を採用しております。

　但し、ソフトウェア（自社利

用）については、社内における

見込利用可能期間（5年）によ

る定額法を採用しております。

同　　　左 同　　　左
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項目
前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金

 　売上債権、貸付金等の貸倒損失

に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しておりま

す。

同　　　左 同　　　左

 (2) 賞与引当金 (2) 賞与引当金 (2) 　 ─────

 　従業員の賞与金の支払いに備

えるため、賞与支給見込額の当

中間会計期間負担額を計上して

おります。

同　　　左  

 (3)退職給付引当金 (3)退職給付引当金（前払年金費

用）

(3)退職給付引当金（前払年金費

用）

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異は、

15年による按分額を費用処理し

ております。数理計算上の差異

は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（8.3 - 9年）

による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理しております。

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異に

ついては、15年による按分額を

費用処理しております。数理計

算上の差異については、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（8.2 ‒ 9.6年）による定

額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処

理しております。

　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、計上しております。

　なお、会計基準変更時差異につ

いては、15年による按分額を費

用処理しております。数理計算

上の差異については、各事業年

度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年

数（9.4年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理してお

ります。

 (4)役員退職慰労引当金 (4)役員退職慰労引当金 (4)役員退職慰労引当金

 　役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく当中間

期末要支給見積額を引当計上し

ております。

同　　　左 　役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。

 (5)返品引当金 (5)返品引当金 (5)返品引当金

 　当中間期末日後の返品に備え

るため、過去の返品実績率に基

づき算定した返品見込額を計上

しております。

同　　　左 　期末日後の返品に備えるため、

過去の返品実績率に基づき算定

した返品見込額を計上しており

ます。

４．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。

同　　　左 同　　　左
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項目
前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

５．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 同　　　左 同　　　左

 　繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。

  

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象   

  

ヘッジ手段  ヘッジ対象

為替予約  外貨建買掛金
及び外貨建予
定取引

　

  

 (3)ヘッジ方針   

 　為替変動による外貨建金銭債

権債務の損失可能性を減殺する

目的で行っております。

  

 (4)ヘッジ有効性評価の方法   

 　ヘッジ開始時から有効性判定

時点までの期間において、ヘッ

ジ対象とヘッジ手段の相場変動

の累計を比較し、両者の変動額

等を基礎にして判断しておりま

す。

  

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資金

の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。

同　　　左 同　　　左

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項

　消費税等の会計処理は、税抜方式

を採用しております。

同　　　左 同　　　左

 

表示方法の変更

前中間会計期間
（自　平成19年1月1日　　至　平成19年6月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年1月1日　　至　平成20年6月30日）

（中間貸借対照表） ──────

　前中間会計期間まで投資その他の資産の「繰延税金資

産」は「その他」に含めて表示しておりましたが、当中

間会計期間末において金額的に重要性が増したため区分

掲記しました。

　なお、前中間会計期間の投資その他の資産の「その他」

に含まれております「繰延税金資産」は128,895千円で

あります。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

項目
前中間会計期間末
（平成19年６月30日）

当中間会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度末
（平成19年12月31日）

※１　有形固定資産の減価

償却累計額
14,349,397千円 14,610,440千円 14,390,078千円

※２　消費税等の取扱い 　仮払消費税等及び仮受消

費税等は、相殺のうえ、金額

的重要性が乏しいため、流

動負債の「その他」に含め

て表示しております。

同　　左 ──────

 

（中間損益計算書関係）

項目
前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１　営業外収益の主要項

目

   

受取利息 0千円 0千円 0千円

為替差益 　　　　　　　 －　　　 2,640 16,518

受取配当金 　　　　　　　 － 　 － 150,000

未払配当金支払義

務免除益

1,970 2,298 1,970

※２　営業外費用の主要項

目

   

支払利息 784千円 －千円 784千円

為替差損 16,298 － －

過年度退職関連費

用

－ － 1,371

※３　特別損失の主要項目    

固定資産除却損 3,329千円 3,514千円 15,381千円

棚卸資産評価損 － － 673,799

　４　減価償却実施額    

有形固定資産 215,626千円 270,109千円 422,422千円

無形固定資産 8,609 6,801 16,511

※５　税効果会計 　税効果会計の適用に当た

り簡便法を採用しておりま

すので、法人税等調整額は

「法人税、住民税及び事業

税」に含めて表示しており

ます。

同　　　左 ─────
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自平成19年１月１日　至平成19年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 58,496,926 － － 58,496,926

合計 58,496,926 － － 58,496,926

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年3月29日
定時株主総会

普通株式 409,478 7.00平成18年12月31日平成19年3月30日

 

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間後となるもの

該当事項はありません。
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当中間会計期間（自平成20年１月１日　至平成20年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注）1. 58,460,126 － 544 58,459,582

合計 58,460,126 － 544 58,459,582

自己株式     

普通株式（注）2. － 544 544 －

合計 － 544 544 －

（注）１．発行済株式の普通株式の株式数の減少544株は、取締役会決議に基づく自己株式の消却によるものであります。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加544株は、単元未満株式の買取り請求による取得であり、普通株式の自己株式の

株式数の減少544株は、取締役会決議に基づく自己株式の消却によるものであります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成20年3月28日
定時株主総会

普通株式 409,220 7.00平成19年12月31日平成20年3月31日

 

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間後となるもの

該当事項はありません。
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前事業年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式（注）１． 58,496,926 － 36,800 58,460,126

合計 58,496,926 － 36,800 58,460,126

自己株式     

普通株式（注）２． － 36,800 36,800 －

合計 － 36,800 36,800 －

　（注）１．発行済株式の普通株式の株式数の減少36,800株は、取締役会決議に基づく自己株式の消却によるものであります。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加36,800株は、取締役会決議に基づく自己株式の取得36,000株及び単元未満株式

の買取り請求による取得800株であり、普通株式の自己株式の株式数の減少36,800株は、取締役会の決議に基づく自

己株式の消却によるものであります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年3月29日
定時株主総会

普通株式 409,478 7.00平成18年12月31日平成19年3月30日

 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類 配当金の総額

（千円）

配当の原資 １株当たり配

当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年3月28日

定時株主総会

普通株式 409,220利益剰余金 7.00平成19年12月31日平成20年3月31日

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※　現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に記載されている科目

の金額との関係

（平成19年６月30日現在） （平成20年６月30日現在） （平成19年12月31日現在）

 

現金及び預金勘定 2,002,269千円

現金及び現金同等物 2,002,269千円

　

 

現金及び預金勘定 245,531千円

現金及び現金同等物 245,531千円

　

 

現金及び預金勘定 944,104千円

現金及び現金同等物 944,104千円
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（リース取引関係）

項　　目
前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

　リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引（借主側）

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

 

 

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

工具器
具備品

44,78928,59016,199

（有形
固定資
産）
その他

82,75862,56520,193

合計 127,54791,15536,392

　

 

 

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

工具器
具備品

52,99131,43821,553

（有形
固定資
産）
その他

82,75869,39113,367

合計 135,749100,82934,920

　

 

 

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

期末残
高相当
額
(千円)

工具器
具備品

43,00726,43816,568

（有形
固定資
産）
その他

82,75866,41716,341

合計 125,76592,85532,909

　

 （注）　　取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み

法により算定しておりま

す。

同　　　　左 （注）　　取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によ

り算定しております。

 ２．未経過リース料中間期末残高

相当額

２．未経過リース料中間期末残高

相当額

２．未経過リース料期末残高相当

額

  

１年内 13,821千円

１年超 22,571千円

合計 36,392千円

　

 

１年内 14,878千円

１年超 20,041千円

合計 34,920千円

　

 

１年内 13,557千円

１年超 19,352千円

合計 32,909千円

　

 （注）　　未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過

リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法

により算定しておりま

す。

同　　　　左 （注）　　未経過リース料期末残高

相当額は未経過リース料

期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子

込み法により算定してお

ります。

 ３．支払リース料、減価償却費相

当額

３．支払リース料、減価償却費相

当額

３．支払リース料、減価償却費相

当額

  

支払リース料 13,727千円

減価償却費相
当額

13,727千円

　

 

支払リース料 8,115千円

減価償却費相
当額

8,115千円

　

 

支払リース料 21,363千円

減価償却費相
当額

21,363千円

　

 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法

 　リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

同　　　　左 同　　　　左
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（有価証券関係）

（前中間会計期間）

有価証券

時価評価されていない主な有価証券の内容

 
前中間会計期間末（平成19年６月30日）

中間貸借対照表計上額（千円）

子会社株式 100,000

 

（当中間会計期間）

有価証券

時価評価されていない主な有価証券の内容

 
当中間会計期間末（平成20年６月30日）

中間貸借対照表計上額（千円）

子会社株式 100,000

 

（前事業年度）

有価証券

時価評価されていない主な有価証券の内容

 
前事業年度末（平成19年12月31日）

貸借対照表計上額（千円）

子会社株式 100,000

 

（デリバティブ取引関係）

前中間会計期間（自　平成19年1月1日　至　平成19年6月30日）、当中間会計期間（自　平成20年1月1日　至　平成20年6月

30日）及び前事業年度（自　平成19年1月1日　至　平成19年12月31日）

　当社は、デリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

前中間会計期間（自　平成19年1月1日　至　平成19年6月30日）、当中間会計期間（自　平成20年1月1日　至　平成20年6月

30日）及び前事業年度（自　平成19年1月1日　至　平成19年12月31日）

該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

　当社は、関連会社がありませんので該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり純資産額 126円03銭 93円43銭 102円09銭

１株当たり中間（当期）
純損失金額

4円61銭 1円66銭 28円49銭

 　なお、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金額につ

いては、１株当たり中間純

損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載して

おりません。

同　　　左 　なお、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純

損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載して

おりません。

（注）１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

中間（当期）純損失（千円） 269,421 96,999 1,666,295

普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

普通株式に係る中間（当期）純損失
（千円）

269,421 96,999 1,666,295

期中平均株式数（株） 58,496,926 58,459,945 58,485,576

 

（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

──────

 

 

 

 

──────

 

自己株式の取得について

　平成20年2月20日開催の当社取締

役会において、「定款の定めによる

自己株式の買受け」（会社法第165

条第2項）が下記のとおり決議され

ました。

定款の定めに基づき、平成20年3月

1日から平成20年12月31日までに、当

社普通株式50万株、取得価額の総額2

億5千万円を限度として自己株式を

取得することができます。

 

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
 

　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

　　　事業年度（第36期）（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

　　　平成20年3月31日関東財務局長に提出

(2）自己株券買付状況報告書

報告期間（自　平成19年12月1日　至　平成19年12月31日）　平成20年1月8日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成20年3月1日　至　平成20年3月31日）　平成20年4月9日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成20年4月1日　至　平成20年4月30日）　平成20年5月9日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成20年5月1日　至　平成20年5月31日）　平成20年6月6日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成20年6月1日　至　平成20年6月30日）　平成20年7月4日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成20年7月1日　至　平成20年7月31日）　平成20年8月6日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成20年8月1日　至　平成20年8月31日）　平成20年9月4日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

エイボン・プロダクツ株式会社(E01025)

半期報告書

30/32



 独立監査人の中間監査報告書  

 

 

 平成19年９月27日

エイボン・プロダクツ株式会社  

 取締役会　御中  

 

 あらた監査法人  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小澤　元秀

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 廣川　朝海

 

 

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエイボ

ン・プロダクツ株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第36期事業年度の中間会計期間（平成19年

１月１日から平成19年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本

等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のため

の合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、エイボン・プロダクツ株式会社の平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。
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 独立監査人の中間監査報告書  

 

 

 平成20年９月26日

エイボン・プロダクツ株式会社  

 取締役会　御中  

 

 あらた監査法人  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小澤　義昭

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるエイボン・プロダクツ株式会社の平成20年１月１日から平成20年12月31日までの第37期事業年度の中間会計期間

（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中

間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のため

の合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、エイボン・プロダクツ株式会社の平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。
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